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概要

ワシリー・レオンチェフによる産業連関表解析（ＩＯ解析）の目的は、国民経済計算 (SNA)における産

業間の生産勘定を解析することを目的とする。筆者が提供するキャッシュフロー解析（CF行列解析）の目

的は、SNAにおける生産勘定、消費勘定、蓄積勘定の 3勘定と金融勘定が一体化されたキャッシュフロー

行列解析を目的とする。CF行列解析の第 1の基本方程式は、ＩＯ解析の生産基本モデル式と同一である。

CF行列解析の第 2基本方程式は、ＩＯ解析の価格モデル式に当たるが、価格モデル式は誤りであることが

示される。C/F行列解析における第 1基本式と第 2基本式は連結されて、一つのアフイン変換式、即ち経

済価値ベクトル間の写像関係が導かれる。このことにより、ＩＯ解析におけるレオンチェフ逆行列解は、或

る産業における最終財価値の他産業との取引を通じた広がりを示すものであり、その広がりは結局は総付加

価値に収斂することが示される。

目次

1 序論 3

2 CF行列解析法の構築 3

2.1 国民経済計算 (SNA)生産勘定における販売取引を表す基本式 . . . . . . . . . . . . . . . . . . 3

2.2 購入取引を表すもう一つの基本式 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 6

2.3 販売取引式と購入取引式との結合 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 6

2.4 CF行列解析の数値計算例 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 7

3 レオンチェフ産業連関表理論の構造と問題点の考察 10

3.1 開放型レオンチェフモデル . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 10

3.2 レオンチェフ価格モデル解析の構造とその考察 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 12

3.3 経済解析システムにおける P行列要素の経済価値 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 14

3.4 レオンチェフ逆行列計算による乗数効果の真の意味 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 15

∗ 林建設工業株式会社社長、工学博士、会社住所：998-0023山形県酒田市幸町 1丁目 6番 6号

52
ホーム

http://www11.plala.or.jp/yuichiro-h/index.htm


http://www11.plala.or.jp/yuichiro-h/index.htm

3.5 レオンチェフ産業連関表解析の功績 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 17

4 第 1部の結論 18

2



http://www11.plala.or.jp/yuichiro-h/index.htm

1 序論

表題に示す本理論の発端は、筆者の創始した管理総利益図理論 [1]の有効性を経済において確認するために、

その利益図をレオンチェフによる産業連関表理論 [2]に適用したことにあった。そのとき、国民経済計算損益

分岐点図を発見することとなった [3]。国民経済計算損益分岐点図は、ケインズ投資乗数効果を示す図形とは

違っていた。これを契機にケインズ投資乗数効果理論の誤りについて研究を開始し、ケインズ投資乗数効果理

論が誤っていることを個別的な事例反証により数学的に立証した [4]。

管理総利益図理論の概念によれば、国民経済計算 (SNA)には、従って産業連関表にも、如何なる乗数効果

も含まれていないはずである。それ故、生産基本方程式には、乗数効果を打ち消すための一対となるべきもう

一つの未知の方程式が存在しなければならない。筆者は、ほどなくその他方の基本方程式を発見し、CF行列

解析と名付けて、2003年 12月に取りあえず筆者のホームページに発表した [5]のであったが、その時にはそ

の基本方程式がレオンチェフ産業連関表理論に代わるべき重要な理論式となるはずであることを筆者は認識し

ていなかった。

その後、筆者は管理総利益図理論のさらなる研究とケインズによる非自発的失業の論理に関する研究 、シュ

ンペーターによるイノベーション理論の研究とワルラス一般均衡理論の否定証明に関する研究に携わり、その

成果を発表した [6]、[7]。一方において、ワルラス理論やケインズ理論に代わるべき簡潔で明快な統一理論を

明示できないでいた。

近年、実物経済よりは金融経済の規模の方が圧倒的に大きくなり、金融経済が実物経済をかく乱している。

2008年、アメリカ国内で 1投資会社の倒産から金融危機が発生した。その影響は急激に世界の金融業界に広

がり、それが実物経済にまで影響し、世界中で失業が増大した。そこで、それらの問題の解決のためには、筆

者の見出した CF行列解析理論が役立つのではないかと考え、CF行列解析の研究に再び取り組み始めた。そ

の成果として、産業連関表解析法におけるレオンチェフによる誤りを発見し、CF行列解析法のための方法論

を初期段階ではあるが構築した。

CF行列解析理論は、このような理論内容と解析結果を持つものではあるが、中央銀行を含めた預金通貨銀

行の生産における解析的な取り扱い方法を含め、幾つかの問題点が残っており、完成しているわけではない。

しかしながら、産業連関表理論における誤り、即ちレオンチェフ逆行列解による乗数効果の誤りを筆者が始め

て指摘するができるようになったこの時点を一区切りとして、今回第 1部として本論文を発表することにした

ものである。

2 CF行列解析法の構築

2.1 国民経済計算 (SNA)生産勘定における販売取引を表す基本式

SNAにおける産業間の取引勘定を考察する。CF行列解析における行方向の行列変換の方法は、レオンチェ

フによって独創的に提示された産業連関表解析における産出過程の方法と同じであるが、筆者理論の展開のた

めにレオンチェフによる定式化を示す。

第 5章の記号を用いて、産業部門数が 3の場合の各産業部門毎の取引勘定を勘定 1に示す。ここに、Pij ＝

i産業から j産業への材料売上、又は j産業の i産業からの材料購入。Yi ＝ i産業が生産する最終財 +輸出 +
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在庫増分。Vi ＝ i産業の GVA+輸入。Xi ＝ i産業勘定における貸方の合計 (＝借方の合計)。

勘定 1 産業部門勘定

1部門 2部門 3部門

借方 貸方 借方 貸方 借方 貸方

P11 P11 P12 P21 P13 P31

P21 P12 P22 P22 P23 P32

P31 P13 P32 P23 P33 P33

V1 Y1 V2 Y2 V3 Y3

X1 X1 X2 X2 X3 X3

勘定 1における現金の流れ図を図 1に示す。現金の流れを表す添え字 ijの記号順序は、財貨の流れとは逆

になっている。

図 1 勘定 1の図表表示

勘定 1 の産業連関表による表現を図 2 に示す。勘定 1 と図 2 は等価であり、CF 行列解析に当たって、勘

定 1は個々の企業決算書の産業別集計より作られたものでなければならないという以外の仮定を設ける必要は

ない。

産業 1 2 3 a b

1 P11 P12 P13 Y1 X1

2 P21 P22 P23 Y2 X2

3 P31 P32 P33 Y3 X3

a V1 V2 V3

b X1 X2 X3

図 2 勘定 1の CF行列表

ここに、P = [Pij ] (i, j = 1, 2, · · · )を P行列、又は中間財行列と名付ける。

レオンチェフは、ワルラス一般均衡理論の立場を取っているが、筆者は、生産にはワルラス一般均衡は存在

しないという立場をとっている。さらに筆者の目的は経済全体のキャッシュフロ－解析なので、以下におい
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て、レオンチェフ理論における技術用語に代わって、筆者が新しく名付ける用語を使用する場合がある。

図 2の行方向（水平方向）において、次式が成り立っている。

P11 + P12 + P13 + Y1 = X1 −→行方向 (1)

P21 + P22 + P23 + Y2 = X2 −→行方向
P31 + P32 + P33 + Y3 = X3 −→行方向

これらの式を次のように変形する。

(P11/X1)X1 + (P12/X2)X2 + (P13/X3)X3 + Y1 = X1 (2)

(P21/X1)X1 + (P22/X2)X2 + (P23/X3)X3 + Y2 = X2

(P31/X1)X1 + (P32/X2)X2 + (P33/X3)X3 + Y3 = X3

ここで、aij を次式で定義する。

aij = Pij/Xj (3)

aij を中間販売割合係数と名付ける

式（2）は、次のように表される。

a11X1 + a12X2 + a13X3 + Y1 = X1 (4)
a21X1 + a22X2 + a23X3 + Y2 = X2

a31X1 + a32X2 + a33X3 + Y3 = X3

aij はXj に対する Pij の割合を与える定数である。式（4）における各式内の aij 項は、決算書の数値（定数）

から構成されたものであるから、aij には特別な仮定は何も必要としない。

式（4）を行列形式に書き換えると次のようになる。

AX + Y = X (5)

A = [aij ] (i, j = 1, 2, · · · ) を A 行列、又は中間販売割合行列と名付ける。Y = [Y1, Y2, · · · ]T、
X = [X1, X2, · · · ]T はベクトルを表す。

式（5）より次式を得る。

Y = [E − A]X (6)

X = [E − A]−1 Y (7)

ここに、E =単位行列。[E − A]−1 は、レオンチェフ逆行列と呼ばれる。式（6）と式（7）を CF行列解析に

おける販売取引式と呼ぶ。ここまでが従来のレオンチェフ産業連関表解析を踏襲する誘導である。

5



http://www11.plala.or.jp/yuichiro-h/index.htm

2.2 購入取引を表すもう一つの基本式

図 2の列方向（鉛直方向）において、次式が成り立っている。

P11 + P21 + P31 + V1 = X1 ↓ 列方向 (8)

P12 + P22 + P32 + V2 = X2 ↓ 列方向
P13 + P23 + P33 + V3 = X3 ↓ 列方向

これらの式を次のように変形する。

(P11/X1)X1 + (P21/X2)X2 + (P31/X3)X3 + V1 = X1 (9)

(P12/X1)X1 + (P22/X2)X2 + (P32/X3)X3 + V2 = X2

(P13/X1)X1 + (P23/X2)X2 + (P33/X3)X3 + V3 = X3

ここで、式（3）にならって、式（10）を定義すると、式（9）は式（11）のように表される。

bij = Pij/Xj (10)

b11X1 + b12X2 + b13X3 + V1 = X1 (11)
b21X1 + b22X2 + b23X3 + V2 = X2

b31X1 + b32X2 + b33X3 + V3 = X3

bij を中間購入割合係数と名付ける。[bij ] ̸= [aij ]
T であることは、式（2）と式（9）により、及び数値計算例 1

により容易に確認できる。

ベクトルV = [V1, V2, · · · ]T を定義し、式（5）を参考にすると、式（11）は次のように表される。

BX + V = X (12)

ここに、B = [bij ] (i, j = 1, 2, · · · )を B行列、又は中間購入割合行列と名付ける。従って、次式を得る。

V = [E − B]X (13)

X = [E − B]−1 V (14)

式（12）と式（14）を CF行列解析における購入取引式と呼ぶ。

2.3 販売取引式と購入取引式との結合

式（6）と式（14）より次式を得る。

Y = [E − A] [E − B]−1 V (15)

次のように記号Hを定義し、HをH行列と名付ける。
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H = [E − A] [E − B]−1 (16)

式（15）は次式で表される。

Y = HV (17)

さらに、次式を得る。

V = H−1Y (18)

YとVとの関係は以上で求められた。式（17）又は式（18）を結合取引式と呼ぶ。

それでは、PとYとVとの間の関係は如何なるものであろうか？式（5）と式（12）において、YとVを

外生変数とするとき、次式を得る。そしてこれら以外の式は得られない。

AX=X − Y (19)

= [E − A]−1 Y − Y

BX=X − V (20)

= [E − B]−1 V − V

これらの 2式は、意味のある式ではない。何故なら、式（5）と式（12）は、単に、合計値=外生変数値 +内

生変数値の関係を示しているだけであるから、単に、AXと BXは内生変数値であるということを示してい

るだけに過ぎないのである。結論的に言えば、CF行列解析を経済におけるキャッシュフロー解析としてとら

えるとき、式（5）を通じて P、Y、Vの間には関数関係があるように見えるにも関わらず、実際は、PはY

とVに対して不定である。Pには経済価値は含まれず、Pは単にVとY に含まれる経済価値の流れ方を示

すだけのものに過ぎない。実際、式（5）を満たす P要素の組み合わせは無数に存在する。このことを解析で

示したいが、数値例題を伴わないと理解し難い。そこで、ここより先は、数値計算例 3でこのことを説明する。

2.4 CF行列解析の数値計算例

2.4.1 数値計算例 1

CF行列解析法は新しい解析法であり、数値計算例自体に意義がある。それは、レオンチェフ産業連関表解

析によって確立された従来の経済学常識をくつがえすからである。産業連関表解析においては、式（7）の非

負値解の存在条件（ホーキンス・サイモンの条件）が問題とされる。CF行列解析においては、それらの条件

は問題とならない。何故なら、図 1で示される CF行列表は、勘定 1と等価変換であり、CF行列表、及びそ

れと等価などのような変換も、単に別の角度から見た勘定 1の見え方に過ぎないからである。勘定 1が現実的

なものであれば、CF行列解析より得られるどのような解析結果も無条件に現実的である。

図 3は、産業 1の V項を負値である −50としたもので、現実の経済では起こりそうもない例をあえて採用

したものである。この例題で、AT ̸= Bであることを確認することができる。
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1 2 3 Y X

1 10 20 30 40 100

2 50 60 70 80 260

3 90 100 110 120 420

V −50 80 210

X 100 260 420

図 3 数値計算例 1

A =

10/100 20/260 30/420
50/100 60/260 70/420
90/100 100/260 110/420



E − A =

90/100 −1/13 −1/14
−1/2 200/260 −1/6
−9/10 −5/13 31/42



B =

10/100 50/260 90/420
20/100 60/260 100/420
30/100 70/260 110/420



H = [E − A] [E − B]−1 = (1/956)

1136 306 336
−357 851 −45
−894 −516 530



HV =(1/956)

1136 306 336
−357 851 −45
−894 −516 530

 −50
80
210

 =

 40
80
120

 = Y

2.4.2 数値計算例 2

この例は、図 3の対角要素だけを 0としたものである。図 3のH行列は図 4のH行列と同一になった。対

角要素には任意の数値を入れても同じ結果を得る。このことは、どのような自己取引も外部取引への影響は与

えないことを示している。その理由は、図 12で理解できる。

1 2 3 Y X

1 0 20 30 40 90

2 50 0 70 80 200

3 90 100 0 120 310

V −50 80 210

X 90 200 310

図 4 数値計算例 2

A =

 0 20/200 30/310
50/90 0 70/310
90/90 100/200 0


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B =

 0 50/200 90/310
20/90 0 100/310
30/90 70/200 0



H = [E − A] [E − B]−1 = (1/956)

1136 306 336
−357 851 −45
−894 −516 530


2.4.3 数値計算例 3

この例は、行列 P=[Pij ] (i, j = 1, 2, · · · )は、ベクトルY、Vとは全く独立の関係にあり、Y とVの関係

を満たす Pの解は無数にある、即ち解は不定であることを示す例である。この例は、レオンチェフ価格モデ

ル解析と関係するので、後で又触れる。

図 5は、日本の或る年の 13部門産業連関表を筆者が 4部門産業連関表に集計しなおしたものである。

1 2 3 4 Σ4
j=1Pij Yi Xi

1 3 17 5 4 29 77 106

2 29 125 6 36 196 119 315

3 9 29 25 30 93 136 229

4 14 33 24 43 114 173 287

Σ4
i=1Pij 55 204 60 113

Vj 51 111 169 174

Xj 106 315 229 287

図 5 日本の産業連関表（単位：兆円）

図 6に、YとVを定数ベクトルとして保ったままで、任意の数値要素を有する P行列が容易に作成可能で

あることを示す。Pの中の未知数の数は P11 から P44 までの 16個である。行と列方向に対する 8勘定から 8

個の方程式を立てることができる。未知数のうち、対角要素は全て 0としても解析の結果が変わらないことが

分っているので、対角要素を全て 0とすれば、未知数の数=12個となって、図 6が得られる。

1 2 3 4 Σ4
j=1Pij Y X

1 0 P12 P13 P14 26 77 103

2 P21 0 P23 P24 71 119 190

3 P31 P32 0 P34 68 136 204

4 P41 P42 P43 0 71 173 244

Σ4
i=1Pij 52 79 35 70

V 51 111 169 174

X 103 190 204 244

図 6 P の不定性

図 6において、任意の未知数の内、4個に定数値を与えれば、未知数と方程式は 8個ずつとなり解が求まる

はずである。そこで、P14 = 10、P24 = 20、P31 = 30、P34 = 40、P43 = 50とすると、図 7が得られる。
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1 2 3 4 Σ4
j=1Pij Y X

1 0 P12 P13 10 26 77 103

2 P21 0 P23 20 71 119 190

3 30 −2 0 40 68 136 204

4 P41 P42 50 0 71 173 244

Σ4
i=1Pij 52 79 35 70

V 51 111 169 174

X 103 190 204 244

図 7 P の不定性

図 7において、自動的に P32 = −2を得る。さらに、次式を得る。P12+P13 = 26−10 = 16、P21+P23 = 51、

P41 + P42 = 21、P21 + P41 = 22、P12 + P42 = 81、P13 + P23 = −15。これらの関係は、次の連立方程式で

表される。 
1 1 0 0 0 0
0 0 1 1 0 0
0 0 0 0 1 1
0 0 1 0 1 0
1 0 0 0 0 1
0 1 0 1 0 0




P12

P13

P21

P23

P41

P42

 =


16
51
21
22
81
−15


|[Pij ]| ̸= 0となるように、P42 = 60と置くと置けば、解 [P12,P13, P21, P23, P41, P42]

T = [21,−5, 61,−10,−39, 60]T

と図 8を得る。

1 2 3 4 Σ4
j=1Pij Y X

1 0 21 −5 10 26 77 103

2 61 0 −10 20 71 119 190

3 30 −2 0 40 68 136 204

4 −39 60 50 0 71 173 244

Σ4
i=1Pij 52 79 35 70

V 51 111 169 174

X 103 190 204 244

図 8 P の不定性

3 レオンチェフ産業連関表理論の構造と問題点の考察

3.1 開放型レオンチェフモデル

産業連関表には、閉鎖型モデルと、開放型モデルの二通りがある。これらについては後述する。筆者の CF

解析は、経済における信用取引を含めたキャッシュフロー解析を表現することを目的としているのに対し、レ

オンチェフの産業連関表解析は、実物財貨の生産過程の表現を対象とした。従って、経済解析の目的対象は大

きく違うが、経済勘定からのデータ作成方法については、筆者はレオンチェフの方法を参考としたので、両者

共ほとんど同じである。それで、データの作成方法の説明は第 2部で行うことにし、ここでは、現在の標準解

析法となっているレオンチェフ解放型モデルによる産業連関表解析理論を復習し、同時に再検討する。

10
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レオンチェフ産業連関表理論における主要な仮定を次に示す。

仮定 a1 1産業部門の生産物と生産技術は、1種類である。

仮定 a2 1産業部門に投入される費用は、その産業へ投入する各産業部門の投入量に比例する。

仮定 a3 各産出は、ただ 1通りの投入の組み合わせで決まる。

仮定 a4 全ての生産過程において、規模に対する収穫不変則が成立している。

仮定 a5 投入費用は全て産出財の生産に使い切られる。

仮定 a6 全ての生産過程において、貸借の関係は生じない。

産業連関表理論を現在の標準的なテキストに従って記述する。添え字の記号法は、通常の産業連関表におけ

るものと同じである。図 2 に示す産業連関表において、(i, i) 要素を含む i 行に注目する。Pij(j = 1, 2, · · · )
は、i産業の産出した中間財の j産業への売上を、Yi は i産業の産出した最終財の売上を表す。(i, i)要素を含

む i列に注目する。Pji(j = 1, 2, · · · )は i産業の j産業からの中間財の購入を、Vi は i産業自身の総付加価値

の投入を表す。なお、対角要素である (i, i)要素は、ｉ産業内部への販売（購入でもよい）を表す。(i, i)要素

をどのような値としても解析結果は変わらない。

第 i産業が第 j産業に売上げた中間財数量を qij（トン等の物量単位）と、最終財の数量を yi と、第 i産業の

総産出数量を qi と表す。自己消費 qii も無視しないものとすれば、第 i産業の総産出数量と全ての他産業から

の投入数量との差は第 i産業の最終財貨数量に等しいということから、産業セクター数を 3個として、次式を

得る。

q11 + q21 + q31 + y1 = q1 (L1)
q12 + q22 + q32 + y2 = q2

q13 + q23 + q33 + y3 = q3

例えば、式 (L1) の第 1式における第 i産業から第 1産業への各投入数量 qi1(i = 1, 2, 3)は、それぞれ第 i

産業の技術構造によって定まるであろう。そこで、第 j産業の産出 qj の 1単位を生産するために、第 j産業が

第 i産業から購入する財貨の投入数量を aij と表せば、次式を得る。

aij = qij/qj (L2)

ここに、仮定 a2より aij は定数である。

一方、式（L1)は次のように変形することができる。

(q11/q1)q1 + (q21/q2)q2 + (q31/q3)q3 + y1 = q1 (L3)

(q12/q1)q1 + (q22/q2)q2 + (q32/q3)q3 + y2 = q2

(q13/q1)q1 + (q23/q2)q2 + (q33/q3)q3 + y3 = q3

式（L2）を式（L3）に代入すれば次式を得る。

a11q1 + a21q2 + a31q3 + y1 = q1 (L4)
a12q1 + a22q2 + a32q3 + y2 = q2

a13q1 + a23q2 + a33q3 + y3 = q3

式（L4）は、次のような行列形式に書き換えることができる。

Aq + y = q (L5)

11



http://www11.plala.or.jp/yuichiro-h/index.htm

ここに、A = [aij ] (i, j = 1, 2, 3)、 q = [q1, q2, q3]
T、y = [y1, y2, y3]

T。

式 (L5)の解は、次式で与えられる。式 (L5)はレオンチェフの逆行列解である。

q = [E − A]−1 y (L6)

しかしながら、現実には 1産業に代表的な 1種類の財貨を定めることはできないので、産業連関表は、金額

表示で作成される。仮定 a1から仮定 a6を考慮して図 2の要素を価格 ×数量表示に変換すれば、図 9のよう

になる。

産業 1 2 3 a b

1 p1q11 p1q12 p1q13 p1y1 p1q1

2 p2q21 p2q22 p2q23 p2y2 p2q2

3 p3q31 p3q32 p3q33 p3y3 p3q3

a wqV 1 wqV 2 wqV 3

b p1q1 p2q2 p3q3

図 9 図 2の価格 ×数量表示変換

ここに、wqV j は付加価値であり、例えば、wqV j を j産業の総労働賃金と仮定した場合に、qV j は投入労働員

数、wは単位人数当たりの賃金、即ち労働価格である。

図 9の第 1、2、3行の関係は、式 (L1)と同一である。従って、生産における投入解析の結果は、金額単位

によっても数量単位によっても同一の関係式が得られる。しかしながら、式（L6)、又は式（7）を産業連関表

における開放型投入式の解としてはならない。何故なら、それらの解にはレオンチェフ逆行列による相乗効果

が含まれているからである。産業連関表解析の正しい解は式（17）1式だけなのであって、式（17）には相乗

効果は全く含まれていないからである。

3.2 レオンチェフ価格モデル解析の構造とその考察

価格モデル式は、図 9における列の演算により得られる。図 9において、b行の数量を 1となるようにすれ

ば、図 10を得る。例えば、q11/q1 は、（1,1）要素の拡張された数量となっている。

産業 1 2 3

1 p1(q11/q1) p1(q12/q2) p1(q13/q3)

2 p2(q21/q1) p2(q22/q2) p2(q23/q3)

3 p3(q31/q1) p3(q32/q2) p3(q33/q3)

a w(qV 1/q1) w(qV 2/q2) w(qV 3/q3)

b p1 · 1 p2 · 1 p3 · 1
図 10 図 2の価格 ×数量表示変換
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図 10の列に関する数量と価格の関係より次式を得る。

(q11/q1)p1 + (q21/q1)p2 + (q31/q1)p3 + wα1 = p1 (L7)

(q12/q2)p1 + (q22/q2)p2 + (q32/q2)p3 + wα2 = p2

(q13/q3)p1 + (q23/q3)p2 + (q33/q3)p3 + wα3 = p3

ここに、αi = qV i/qi。

式（L7）において、式（L8）のように係数 bij（定数）を定義すると、式（L9-1）を得る。

bij = qji/qi (L8)

b11p1 + b12p2 + b13p3 + wα1 = p1 (L9-1)
b21p1 + b22p2 + b23p3 + wα2 = p2

b31p1 + b32p2 + b33p3 + wα3 = p3

式（12）において定義された記号 Bを使えば、次式を得る。

BP + wα = p (L9-2)

ここに、p = [p1, p2, p3]
T、α = [α1, α2, α3]

T。式（L9-2)より次式を得る。

p =w [E − B]−1
α (L10)

式（L8)において、明らかにB ̸= AT である。レオンチェフは、式（L3）の行列変換において、式（L9-2）の

代わりに次式としてしまった。これは明らかに誤りである。

AT p + wα = p (L11)

式（L9-2）を得たからという理由で、式（L10）を価格モデル解析の正解とすることはできない。図 2に示

す産業連関表の解は式（17）1式なのであって、式（L10）を解として単独で使用すれば、乗数効果を含むよ

うな誤った解を得ることになるからである。

レオンチェフ産業連関表解析の誤りの根本原因は、結局のところ、式の誘導過程そのものにある。産業連関

表は、例えば第 1産業においては、借方=P11 + P21 + P31 + V1、貸方=P11 + P12 + P13 + Y1、借方合計=

貸方合計=X、の勘定を表している。各要素記号の値は非対称性であるが、それらの配列は対称性である。式

の誘導に当たっては、式 (2)と式 (9)の操作のように、行方向と列方向で要素記号の対称性を保って行われな

ければならない。そして、式 (5)と式 (12)のように同じ形の式が導かれ、Aと Bの要素記号の値の非対称性

から、式 (3)と式 (10)のように Aと Bのように記号表現しなければならないことになるのである。レオン

チェフ産業連関表解析は、行方向と列方向で式の誘導過程における対称性が保たれておらず、式（L11）の代

わりに正しい式 (L9-2)を使用しても、産業連関表解析の誤りは解消されない

以上の解析により、各財貨に関する価格と数量の関係は、自明の解として与えられる。一つは、ΣiVi(=数

量 ×価格)=ΣiYi(=数量 ×価格)である。式（17）を満足する Pij(=数量 ×価格)の組み合わせは無数にある

ので、もう一つの Pij に関する数量と価格の解は、不定という解である。このことは、数値計算例 3で確認さ

れたい。
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3.3 経済解析システムにおける P行列要素の経済価値

ここで、レオンチェフによる産業連関表解析を CF行列解析の観点から解釈し、P行列要素における経済価

値の存在のあり方を説明する。

レオンチェフ産業連関表解析モデルには、閉鎖システム(Closed system)と解放システム(Open system)の

2種類がある。解放システムは、図 1に示すように、各産業間の中間財取引が点線枠内部にあり、GDP(+IM)

と GVA(+IM)とが点線枠外にあるシステムである。閉鎖システムは、同図において、後者もが点線枠内にあ

るシステムである。

閉鎖システムでは、家計や政府も 1産業とみなされ、全ての産業が点線枠内に入れられる。例えば、閉鎖シ

ステムにおける最終需要者としての家計部門では、労働が産出、消費財が投入となる。一見不自然に思える

が、家計勘定の借方=消費財購入 +貯蓄 +移転、貸方＝賃金 +移転であることを知れば、CF行列解析から

見れば、閉鎖システムは、単に 1行（貸方）1列（借方）からなる家計勘定を産業生産勘定に付け加えただけ

のものであると解釈できる。

同じようにして、金融産業勘定を元の産業勘定（CF行列表）から分離して残った産業勘定の隣に再び置く

ことができる。閉鎖システムでは、全ての変数が内生変数であり、閉鎖システムは経済解析のための基礎とな

る勘定システムである。論理的には、国内全ての企業と家計からなる勘定システムを、CF行列解析の手順で、

閉鎖システムとしての表形式（CF行列表）で表現することができる。

閉鎖システムに関わる変数の数は膨大である。レオンチェフによれば、閉鎖システムの中の内生変数の中か

ら若干個の変数を経済活動を構成する価値の基本要素として選び出し、固定化する。それらを外生変数とみな

せば、それらの外生変数と残りの内生変数からなる連立方程式を立てることができる。外生変数として、各産

業部門毎に GDP(+IM)と GVA(+IM)を選ぶ。このシステムが解放システムである。

このとき、内生変数は、論理的に外生変数が持つ経済価値は持たず、それらは単にキャッシュフローを伴

う、あるいは伴わない経済活動主体間の経済取引を表現するものであらねばならない。そして、このときの現

金は、実物資産交換道具としての意味、あるいは、預かり金、貸出金というような人間の約束ごとを伝える言

葉 (記録)としての意味しか持たない。

この論理を踏まえて、P行列要素における経済価値の存在のあり方を説明しよう。レオンチェフが作った解

析モデルとしての GVA(+IM)のイメージは、図 1に対して次のようである。

• 開放システムと閉鎖システムの場合のイメージは、図 11のようになる。×印は最終財を表す。数値計
算例 3によれば、Y と Vを固定すれば、P要素は不定であることが示された。Y と Vに経済価値の

全量を与えれば、P要素は無価値であり、Pは経済取引の、あるいは産業の階層構造の一つの形を示す

のみである。不定である P要素にさらに経済価値を与えることは、少なくとも生産システムの解析に

おいてはできない。

• もう一つのモデルとして、Pij と Yij の両者に生産価値を含ませることもできる。そのモデルを実際取

引型システムと呼び、図 12にそのイメージを示す。すなわち、どの生産段階における財貨にも、各社

が加えた付加価値が含まれている。なお、図 11と図 12において、行列中の 1要素の全体が最終財と

なるようなことは、実際上はない。

要するに、産業連関表解析は、生産解析のための解析モデルなのであって、生産価値を最終財Y とVに集
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約すれば Pには生産価値が含まれず、Pに生産価値を集約すれば Y と V には生産価値が含まれない。実際

には、中間財と最終財からなる総生産財には、各生産過程で付加された総付加価値が少しずつ含まれている。

その総生産価値の集計がY 又はVなのである。

図 11 開放型、閉鎖型

図 12 実際取引価額型

3.4 レオンチェフ逆行列計算による乗数効果の真の意味

3.4.1 アフイン変換

Pには経済価値が含まれていないことを理解したうえで、Pの数学的意味を考察しよう。最初に簡単な数学

の定義を紹介する。P、Y、V、Xが含まれている図 2を参照しよう。これらの変数間には、基本式として、

式（5）と式（12）が存在し、それらの線形結合式として、式 (17)Y = HV（又は式 (18)）が存在する。

次のように記号を定義する。V = [V1,V2,V3]
T、Y = [Y1,Y2,Y3]

T、H = [Hij ] (i, j = 1, 2, 3)。Hが可逆行列

であるとき、Y = HV は、ベクトル V をベクトル Y に写像する正則アフイン変換である。なお、式（17）

には平行移動は無いので、このアフイン変換は、ベクトルに対する回転と拡大・縮小からなる。このアフイン

変換は、3次元グラフィックス、映画制作、物理学、工学等で普通に使われている。

要するに、Y = HV とは、定数として与えられる外生変数であるベクトル Vと Y ベクトルの写像（又は

関数）関係を示しているだけである。その中に X = [E − A]−1 Y と X = [E − B]−1 V の写像関係がある。
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それらの写像変換とは、Xを介在させて単に V と Y とを結び付けているだけである。この中での確かな関

係は、Vの経済価値＝Y の経済価値だけである。Xは１国の産業構造（中小企業を含む産業の重層構造や巨

大な国有企業形態など）に応じてどのようにでも変り得る。従ってHの構造は、勘定 1を満足する限り、無

数に存在するのである。無数に存在する Hに応じて経済価値を Pに付加することは、数学的にはできない。

VとY を定数を保ちながら、VをY に写像する Pの要素の組み合わせは無数にあることは、数値計算例 3

に示されている。

3.4.2 アフイン変換の図形表示

アフイン変換の例を次の 2次元モデルで示す。

1 2 Yi Xi

1 20 40 40 100

2 70 30 30 130

Vi 10 60

Xi 100 130

図 13 2次元モデル

Y =
[
40
30

]
V =

[
10
60

]
X =

[
100
130

]
P =

[
20 40
70 30

]

A =
[
20/100 40/130
70/100 30/130

]
AX =

[
60
100

]

B =
[
20/100 70/130
40/100 30/130

]
BX =

[
90
70

]

図 14は図 13に対するアフィン変換を示す。

図 14 2次元モデルのアフィン変換
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図 14の関係を別の図形で示す。図 14は式（5）と式（12）から得られたものであるが、式（2）、式（3）、

式（9）、式（10）との関係から、勘定 1を勘定 2のように変形することができる。

勘定 2

部門 1 部門 2 部門 3

Dr. Cr. Dr. Cr. Dr. Cr.

b11X1 a11X1 b21X1 a21X1 b31X1 a31X1

b12X2 a12X2 b22X2 a22X2 b32X2 a32X2

b13X3 a13X3 b23X3 a23X3 b33X3 a33X3

V1 Y1 V2 Y2 V3 Y3

X1 X1 X2 X2 X3 X3

勘定 2から図 15を得る。

図 15 Pを伴う売上と総付加価値との関係図

3.5 レオンチェフ産業連関表解析の功績

筆者により、レオンチェフ産業連関表解析には、現在から見れば大きな欠陥があることが示された。しかし

ながら、筆者自身は、レオンチェフが産業連関表解析法を創案し実際経済解析に供したという事実に対して

は、筆者の判断に関する限り、生産解析の分野において、ワルラス、ケインズ、シュンペーターに並ぶ経済学

史上比類なき功績を残した経済学者の内の 1人であると評価している。その理由は次の通りである。

• レオンチェフの最大の功績は、SNA において、複数の勘定を 3×3・SNA 勘定とは別の形で行列変換

し、経済解析する方法を見出したことである。産業連関表を使うと、一組の勘定に含まれるデータ数を

半減させることができ、かつ統一的なデータの取り扱いが可能になり、解析が簡潔化される。

• 産業連関表解析は、経済解析におい、一まとまりの経済データに対して内生変数と外生変数とに区別し
て解析する方法を提供した。その結果、中間財行列 Pの意味を明らかにした。

• 産業連関表は、ミクロ経済としての 1企業の生産勘定からマクロ経済としての一国の生産勘定まで、全

ての経済データを取捨することなく、理論的に整合させて結びつけることができる。

• 与えられたデータに対して、必要に応じて、産業セクター数や産業セクターに含まれる企業数を適当に
拡大縮小することによって、他産業のマクロ的挙動を保持しながら注目産業の挙動をミクロ的に解析で

きる。
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• 産業連関表構造は、多数の勘定の 2次元表現なので、産業連関表解析は 45度線図化との併用に適して

いる。

• レオンチェフは失敗したが、CF行列解析により、経済解析においては、財貨への付加価値の存在の仕

方を認識区別して解析すべきことが明らかになった。このことは、ワルラス一般均衡理論の見直しにも

影響するだろう。

• CF行列解析により、金融信用と実物財貨を互いに整合させて経済解析できる。ここから、信用と実物

財貨を結ぶ新しい経済理論式が提供される可能性がある。

4 第 1部の結論

従来の産業連関表解析に代えて新しく CF行列解析を提案し、次のような結論を得た。

1. レオンチェフ産業連関表解析においては、レオンチェフが創案した式 (5)又は式 (7)で示される生産

基本式（筆者による販売取引式）が存在する。筆者は、それに並ぶ基本式として、式 (12)又は式 (14)

で示される購入取引式と、それらの結合式である式 (17)が存在することを示した。

2. 数値計算例 3によると、式 (17)におけるYベクトル、Vベクトルを外生変数とするとき、中間財行

列 Pの要素を、Y、Vとは独立に任意に決めることができ、Pの成分は不定である。従って、Pには

総付加価値要素である経済価値が含まれていなく、Pは、単にYからVへの取引の 1形態を示すだけ

のものである。数学的には、式 (17)は、VをY に写像するアフィン変換を示す。

3. 従って、レオンチェフ産業連関表解析を生産基本式 (7)だけを使って行うと、その解析法は誤りとは

言わぬまでも未完成というべき理論となる。

4. レオンチェフ価格モデル解析は、式 (14)と矛盾するので、誤りである。

5. 以上の解析結果により、産業連関表解析における乗数効果式、即ちレオンチェフ逆行列解には、最終

需要増分、及び国民所得増分に対する乗数効果は一切含まれていないことが示された。
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